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（昭和47年 1月~12月）
0第 1回総会
日 時 5月13日（土）午後6時より
議・ 題 昭和46年度事業および会計報告
昭和47年度活動方針審議決定
今西先生・冨山先生・加藤先生・永吉先生・広田先生歓送迎会
飯野先生・高尾先生外遊歓送迎会
〇第1回学術講演会
日 時 6月26日（月）午前10時40分より
場 所第2学舎 C401教室
講 演 「バーナード・その人と業績ーアメリカ留学の想い出ー」
商学部教授飯野春樹氏
0第2回学術講演会
日 時 11月17日（金）午後1時30分より
場 所第2学舎 C301教室
講 演 「欧米の大学を旅して」
商学部教授高尾忠男氏
〇第1回定例研究会
日 時 6月10日（土）午後1時30分より
場 所 経商研究棟 4階会議室
研究報告
〇第2回定例研究会
日時
場所
「商業資本と商業利潤について」
商学部助手加藤義忠氏
11月15日（水）午前1時30分より
経商研究棟 4階会議室
会員消息 (442) 129 
研究報告 「中世末期毛織物工業における技術変化の一側面」
商学部助手永沼博道氏
〇会員の研究活動
＜著書＞
生田 靖 『輸送園芸流通形態史論』 高知市民図書館 10月刊
植野郁太 『財務諸表ーその作成と利用ー』 国元書房 3月刊
来住哲二 『来住・鈴木・平田・中村編著『輸出入取引ハンドブック』同
文館 8月刊
小西善雄 『商品学』 中央経済社 11月刊
清水宗一 『企業内部財務論』 森山書店 10月刊
＜鵬胴＞
稲村 毅 W.B.ウォルフ『バーナードーその人と業績ー』山本・田杉編
ダイヤモンド社所収「バーナードの経営理論」
＜分担執筆＞
飯野春樹 山本・田杉編『バーナードの経営理論』ダイヤモンド社 10月刊
所収第3章協働体系と組織第4章公式組織と非公式組織
第 7章 コミュニケーションとオーソリティー付録バーナ
ード著述目録
植野郁太青木倫太郎編『最新原価計算論』同文館 7月刊所収第2編
第 3章財務会計一貸借対照表の財務的意義を中心として一
亀 井 利 明 ダイヤモンド社編『保険小事典』所収 I.0. P. (irrespective 
of percentage)以下海上保険関係用語 146項目
木村 滋安東盛人・土屋六郎編『国際金融教室』 有斐閣選書 7月刊
所収 I 外国為替・貿易金融 皿 国際金融資本市場
小西善雄平凡社世界大百科事典所収「時計工業」 1972年版
保田芳昭森下二次也監修『マーケティング経済論』（上巻） ミネルヴァ
書房 5月刊所収第13章経済軍事化とマーケティング
山崎紀男 昭和47年度商店街近代化研究会報告書『商店街近代化における
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集団活動と個別経営』 第 3部 金融と財政における集団活動
と個別経営 I 商店街の財政強化を前提とした経営管理 全
国商店街振興組合連合会 12月刊
加古川地域商業近代化地域計画報告書第 3部地域商業の現
状と問題点（提言） 日本商工会議所商業近代化委員会加古川地
域部会 3月刊
尼崎市市街地再開発基本計画 皿尼崎市の商業施設現況と問題
点 尼崎市の商業 W中央地区再開発基本構想尼崎都心部の商
業についての考察 w立花地区再開発基本計画（尼崎市市街地
再開発計画委員会） 1-7 商業 2-5 商業施設の性格と
将来 社団法人全国市街地再開発協会 3月刊
北摂地区施設計画調査商業業務施設計画ー計画の基本方針
運営上の問題点と提言一 兵庫県建築部北摂開発局北摂施設計
画調査委員会 3月刊
山本義箇 森下二次也監修『マーケティンゲ経済論』（上巻） ミネルヴァ
書房 5月 刊 所 収 第4章独占の形成と独占の市場行動
＜論文＞
飯野春樹 「バーナードとの対話」 京都大学『経済論叢』 第108巻第
5号
生田 靖 「合併農協のメリットと問題点」『地上』 1月号
「都市化の中の農業一農協と生協」『都市生活』 第 5巻第47号
「野菜価格保障の京都方式について」 『地上』 9月号
「産地農協と都市農協の提携問題」 『農業と経済』 第38巻
第12号
「出稼山村の経済構造（下）一兵庫県美方郡温泉町における実
態ー」 『商学論集』 第16巻第6号 2月
稲村 毅 「組織論的目的論について一経営多目的論の一考察ー」『商学
論集』 第17巻第2号 8月
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植野郁太 「実現収益の測定とその表示」 『会計人コース』第7巻第11号
岡部孝好 「会計における予測可能性の規準ーカレント・コストの情報内
容明確化の可能性ー」 『商学論集』 第17巻第1号 4月
加藤義忠 「商業資本の『資本論』体系における位置と商業資本の本質に
ついて」 『商学論集』 第17巻第1号 4月
「商業資本の自立化の必然性について」 『商学論集』 第17巻
第2号 8月
「対日進出めざすアメリカの巨大独占小売商業資本」 『経済』
12月
商業利潤の根拠について」『商学論集』第17巻第3号 9月
亀井利明 「海上公害について」 『商学論集』 第17巻第1号 4月
「公害と保険ー海上公害を中心として一」 『保険学雑誌』 12月
「狭水道と巨大タンカー」 『SOS』 No. 5 12月
酒井文雄 「ペートンの利益概念について」 『会計』 Vol.101 No. 6 6 
月号
東海林 滋 「南北海運論争の焦点をめぐって」 『商学論集』第16巻第6号
2月
「カルテル理論と海運同盟」 日本海運経済学会 『海運経済研
究』第6号 10月
清水宗一 「企業会計原則に対する若干の私見」 『企業会計』 第24巻第
6号 8月
「内部財務についての一考察」 『商学論集』第17巻第2号 8 
月
「減価償却財務と他人金融」 『商学論集』第17巻第3号 9月
高柳龍芳 「ドイツにおける監査原則の構造について」 『現代監査の課
題』 10月刊所収
長砂 寅 「『発達した社会主義社会』論について」『商学論集』 第17
巻第3号 9月
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「現代社会主義体制一その発展段階」『新マルクス経済学講座』
第4巻有斐閣 1972年版所収
「社会的生産の第1部門と第2部門の相互関係について一社会
主義経済の現段階におけるその特色ー」 『商学論集』 第17巻
第4号 10月
「戦後のわが国におけるソ連社会主義経済（学）研究史ーその成
果と当面する諸課題ー」 ナウカ 『窓』 第3号 12月
永沼博道 「低地地方における縮絨水車と紡ぎ車の普及について一技術変
化と需要構造の関係の一側面ー」 『商学論集』 第17巻第4号
10月
山崎紀男 「ヤング・ミセスの生活意識と行動」神戸新聞社 "55"No. 97 
3月
「まだまだ多い主人の役割」 神戸新聞社 "55"No: 97 3月
「奈良市西之阪町地区改良事業における商業に関する研究」
奈良市経済部 12月
吉信 粛 「資本主義と国際分業」 松井清教授還暦記念論文集『世界経
済と帝国主義』 所収
＜資料＞
飯野春樹 「バーナード著述一覧」 『商学論集』 第16巻第6号 2月
生田 靖 「丹波内陸山村のすがたと進路一農林業振興及び農村工業導入
による地域開発ー」山林振興調査会 3月
岡部孝好 「財務諸表論問題演習」 『税務弘報』 5月号
来住哲二 「ファーム・オファーは取消しうるか」大阪商工会議所「Cham-
her」No.244 2月
「売買契約書作成上の注意点」 同上 No.246 4月
「信用状付荷為替手形による決済を固執すべきか」同上 No.248
6月
「一覧払手形における輸入ユーザンスの方法と手続」 同上
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No. 250 8月
「信用調査の方法」 同上 No.252 10月
小西善雄 「商品分類の方法」 『商学論集』 第17巻第4号 10月
酒井文雄 「ペートンの利益概念について」 『企業会計』 Vol24No. 2 
2月
東海林 滋 「外航海運業の付加価値生産性」 『海運』第536号 5月
末政芳信 「財務諸表論問題演習」 『税務弘報』 4月号
中辻卯一 「COBOL(テーブル関係）資料」『商学論集』第17巻第4号
10月
松尾車正 「財務諸表論問題演習」 『税務弘報』 4月号
＜紹介＞
東海林滋柴田悦子『港湾経済』 （『近代港満』 第4巻第9号 9月）
生田 靖佐伯尚美『新しい農協論』（『農業と経済』第38巻第11号 10月）
く書評＞
酒井文雄敷田礼二編『企業簿記批判』（『立教経済学研究』 Vo126No.3 
12月）
吉信 粛町田実著『最新国際貿易総論』（『世界経済評論』 VoL16No.10 
10月）．
＜学会報告＞
飯野春樹 「バーナード・その人と業績」 日本経営学会関西部会 9月
16日 於大阪産業大学
「バーナード・その人と業績ー『経営者の役割』執筆過程にお
ける協働体系と組織の概念」日本経営学会全国大会 10月22日
於近畿大学
亀井利明 「公害と保険ー海上公害を中心として一」 日本保険学会全国
大会 10月 於国士館大学
来住哲二 「売買契約書作成上の問題点」 日本商業英語学会関西部会
東海林 滋 「定期船政策における国際調整の展開」日本交通学会年次大会
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＜その他＞
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10月 於立正大学
「海運における南北問題」（シンボジウム） 日本海運経済学会
年次大会 10月 於早稲田大学
吉信 粛追悼講演「松井清教授の学問を偲んで」『経済論叢』 Vol.110
No. 5 11月
(448) 135 
関西大学商学会 規 則
第1条本会は関西大学商学会と称する。
第2条本会は商学並びに経済学に関する学術の研究及びこれに関する事業
を行なうことを目的とする。
第3条本会は次の事業を行なう。
1. 機関誌「関西大学商学論集」の発行。
2. 研究会及び講演会の随時開催。
3. その他適当と認めた事業。
第4条本会は次のものをもって組織する。
1. 正会員
1. 関西大学商学部の教授，助教授，専任講師，助手。
2. 前号以外の関西大学の教育職員であって，評議員会において
入会を認められたもの。
2. 学生会員
1. 関西大学商学部の学生。
2. 商学並びに経済学に関する課程をおさめている関西大学大学
院学生。
3. 普通会員
商学並びに経済学に関する課程をおさめた関西大学各学部の
卒業生であって，評議員会によって入会を認められたもの。
4. 賛助会員
評議員会において適当と認めたもの。
5. 名誉会員
継続して15年以上評議員として在任し，当学会に貢献のあっ
たもの。
第5条本会の事務所は関西大学商学部内におく。
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第6条 本会に評議員をおき、本会の運営は評議員会によってこれを行なう。
評議員会は関西大学商学部教授，助教授，専任講師，助手をもって
これに充てる。
第7条本会には次の役員をおく。
1. 会 長 商学部長をおす。
2. 常任委員 評議員中より若干名を互選する。
第8条役員の任期をすべて 1年とする。ただし重任を妨げない。
第 9条 本会に顧問をおくことが出来る。顧問は評議員会において推薦する。
第10条 会員は、次の区別により会費を納めることを要する。
1. 正会員 年額 4,000円
2. 学生会員 年額 1,000円
3. 普通会員 年額 1,000円
4. 賛助会員 年額 4,000円
第11条 本会の運営は会員の会費及び寄附金をもってこれに充てる。
第12条 会員は機関誌「関西大学商学論集」の配布を受け，その他本会の行な
う事業に参加することが出来る。
第13条本会の会計年度は毎年4月1日に始まり翌年3月末日に終る。
第14条本会則の改正変更は評議員会の決議による。
附則1 「商学論集」の発行は当分年6回とする。「特集号」はこの限りでな
い。
